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日米両国が「自由で開かれたインド太平洋」構想を推進していくうえで、政治、経済、外交面で様々な取り組みが必要になっ
ているが、軍事・安全保障面では、いかに対中抑止力を維持・強化していくかが喫緊の課題となっている。それは、中国が軍事
力の近代化を急速に進め、特に中距離ミサイルを中核とするA2/AD(接近阻止・領域拒否)能力を強化するなか、西太平洋におけ
る通常戦力面での米国の優位が崩れつつあるという認識が高まっているからである。2018年に米議会の要請で設置された超党
派の有識者からなる国防戦略委員会は、現状のままでは米軍は中国に軍事的に敗北しかねないと警告しておりi、またインド太平
洋軍のデービッドソン司令官は、「米国にとって最大の危険は、通常抑止が損なわれつつあることだ」と繰り返し述べている
ii。
こうしたなか2021年1月に成立した21年度国防授権法において、「太平洋抑止イニシアティブ(Pacific Deterrence

Initiative: PDI)」という新たな基金が基本予算のなかに盛り込まれることになったiii。これはインド太平洋地域における米軍の能
力向上を目的としており、21年度は国防予算総額約7405億ドルのうち約22億ドルがPDIに割り当てられた。国防授権法では、

地域の抑止・防衛態勢の強化とともに同盟国やパートナー国への安心供与がその目的として掲げられていることから、日本とし
ても今後PDIにどれほどの資金が投じられ、それがどのように使われるかについて注目する必要があるだろう。
そもそもPDIは、2014年のウクライナ危機を受けてオバマ政権下で始まった「欧州抑止イニシアティブ(European

Deterrence Initiative: EDI、当初の名称は「欧州安心供与イニシアティブ」)」に着想を得ている。これは対ロ抑止を目的とし
た基金であり、①欧州でのプレゼンス増強、②演習・訓練の強化、③装備の事前配備、④インフラ整備、⑤NATO同盟国やパー
トナー国の能力強化に対して基本予算とは別立ての海外作戦経費(Overseas Contingency Operations: OCO)から資金が投じ
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トナー国の能力強化に対して基本予算とは別立ての海外作戦経費(Overseas Contingency Operations: OCO)から資金が投じ
られてきたiv。目立たない取り組みではあるものの、弾薬などの装備や物資の事前配備にこれまで最も多くの資金が投入され、
また基地や飛行場、訓練場などのインフラ強化に注力してきたのは、いずれも危機時の米軍の即応能力や展開能力を高めるうえ
で必要不可欠な措置だからである。そしてこれにあわせて欧州同盟国も国防費を増額するなどこれまで以上の防衛努力を行うこ
とで、米欧はNATOの対ロ抑止・防衛態勢の強化を図ってきた。
またここで注目すべきは、トランプ大統領によるNATO(諸国)批判にもかかわらず、EDIは同政権でも継続され、その予算規模

が初年度(15年度)の約10億ドルから19年度の約65億ドルまで増大した点である。直近2年間は減額されているものの、開始か
ら6年で約224億ドルがEDIに注ぎ込まれた。こうした事実は、米側から欧州への防衛コミットメントの証としても提示され、
トランプの不確実性に対する同盟国の懸念をある程度緩和する効果があったといえよう。
他方でこの間、オバマ・トランプ両政権が重きを置いてきたインド太平洋地域では、そのレトリックにもかかわらず、同様の

措置はとられてこなかった。こうしたなか米国のアジア専門家や一部の議員などからその必要性が唱えられv、20年春にインド
太平洋軍がその予算要求を行ったことでvi、ようやくPDIは21度予算のなかに盛り込まれることになった。
EDIとPDIを比較すると、前者は対テロ戦争を契機に設けられたOCOとして、後者は基本予算として資金が計上されている。

OCOは予算の上限を回避できるため近年多用されてきたが、長期的かつ安定的に資金を獲得し、具体的な計画・措置を確実に
進めていくうえでは基本予算に含まれるほうが望ましいとされるvii。これに鑑みれば、PDIは米国の長期的なコミットメントを
示すものとして評価できよう。他方、欧州とアジアの戦略環境を単純には比較できないとしても、PDIの予算規模が初年度予算
とはいえEDIの水準をはるかに下回っている点には注意を払う必要がある。
こうしたなか21年2月末、インド太平洋軍は22年度予算として約47億ドル、今後6年間(22~27年度)の予算として約274億ド

ルという要求額を議会に提示したviii。前者は、21年度の要求額を大きく上回り、同年度のEDI予算要求額(約45億ドル)と同規模
である。その使途として、グアムにおける統合防空ミサイル防衛の構築、第一列島線に沿ったミサイル網の形成、兵力拠点の分
散に注目が集まっているが、これらに加えて、広大な戦域において米軍の能力を最大限発揮させるために必要な燃料・弾薬庫や
飛行場(滑走路)といった兵站やインフラの整備・強化、また同盟国・パートナー国の能力強化、演習・訓練の強化などにも資金
が当てられるという。
バイデン政権はこれまでのところ中国への対処を優先事項として位置づけ、南シナ海や東シナ海で活発化する中国の動きに厳

しい姿勢をとっているが、今後、上記の要求がそのまま国防予算に反映されるかは未知数である。21年2月に国防総省に設置さ
れた「中国タスクフォース」による提言や今後の議会審議の動向に影響を受けるだろうし、そもそも国防予算の大幅削減を求め
る民主党進歩派の圧力が強まっていく可能性もある。
またPDIそのものには党派を超える支持があっても、コロナ不況の影響もあり国防予算が大幅に増える見込みがないなか、ど

れだけの資金をそこに充てるべきかについては必ずしも合意がないように見える。例えば、アダム・スミス下院軍事委員会議長
は対中抑止力の重要性を強調しつつも、そのためにさらなる資金を投入しなければならないという前提は受け入れないと述べた
と報じられているix。日本としては、米国のインド太平洋地域に対する軍事コミットメントの実態を見極める一つの材料とし
て、PDIをめぐる議論や予算規模がどのように推移していくか注視する必要があるだろう。
同盟強化を掲げるバイデン政権の同盟国に対する基本姿勢は、オースティン国防長官がNATO諸国に呼びかけた「ともに協議

し、ともに決定し、ともに行動しなければならないx」という言葉に表れているといえる。中国による力を背景にした現状変更
の試みを未然に防ぐうえで、日本としても防衛費を増やすとともに、日米同盟のなかでどのような役割を担い、いかなる責任を
果たしていく(いける)のかについて主体的に検討していくことが求められる。日米両国ともに限られた資源のなかでいかに効果
的な抑止力を維持できるのか、米国とともに協議し、ともに決定し、ともに行動していく必要性が高まっているといえよう。
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